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総務グループ
１　部業務の連絡調整及び庶務事務等
　　府議会、監査等の部業務の処理に関し、庁内各部局及び部内各室課、出先機関との連絡を密にし、業務の円滑な運営に努めた。
　　旅費の支給など課の一般庶務事務のほか、非常勤職員の報酬・賃金等の支給に関する事務のほか、公有財産の管理に関する事務を行って、部の事務事業の適切な執行に努めた。
２　部の組織、定数等人事業務　
部内事務事業の合理的運営を図るため、組織、定数をはじめ、部管理改善等について検討を行うとともに、人事業務を行った。
なお、研修、長期休業者、公務災害の認定等は次のとおりである。
（１）研修
　　自己啓発の意欲を深めさせ、業務の遂行に必要な知識と教育を身につけさせるため、研修を実施
した。
○府民文化部部局研修
①府民文化部新規採用職員・若手転入職員研修
講義型研修　新規採用職員・若手転入職員の府民文化施策に関する理解を深めるための研修
日時：令和４年５月12日　10：30～15：45

講師：各所属職員
　対象：令和４年度府民文化部新規採用職員及び若手転入職員
　　　　参加人数：36人
　　　②会計事務研修
講義型研修　会計制度、最近の会計実地検査における主な指摘事項と不適正会計事例、
小テスト等
日時：令和４年７月19日　15：00～17：00

講師：会計局　会計指導課　職員
対象：部内会計事務担当者
参加人数：23人
③府民文化部新規採用職員向け施設見学研修
参加型研修　府民文化部所管の施設を見学することによる新規採用職員・若手転入職員の府民文化施策に関する理解を深めるための研修
日時：（ア）令和４年９月２日　13：30～17：00

　　 （イ）令和４年10月19日　10：00～15：30

講師：各所属職員
　対象：令和４年度府民文化部新規採用職員及び若手転入職員
　参加人数：（ア）13人、（イ）15人
④アンガーマネジメント・ハラスメント防止研修
講義型研修　怒りの感情と上手に付き合うためのテクニックを学び、職場でのハラスメント防止や風通しの良い職場づくりを進めるための研修
　日時：令和４年９月６日　10:30～12:05

  講師：外部講師
対象：府民文化部　ライン課長以上の職員及びグループ長の課長補佐級職員
　参加人数：46人
⑤英語研修
　参加型研修　職員の英語力を高め、府政運営の発展と、国際化の推進、国際人材の育成に資するための研修
日時：令和４年12月19日 10:00～12:00、13:00～15:00、15:30～17:30

　　　　令和５年１月16日 10:00～12:00、13:00～15:00、15:30～17:30

令和５年２月６日 10:00～12:00、13:00～15:00、15:30～17:30

講師：外部講師
　対象：英語力中級（TOEIC500点程度、英検２級）以上の者で、英語での発信能力や折衝力向上に向けて積極的・能動的にグループセッションに参加する意欲のある者。
　参加人数：45人
　　　⑥人権研修
　　　　講義型研修　同和問題について
　　　　日時：令和４年12月26日　15:00～16:00

        講師：人権局　人権擁護課　職員
　　　　対象：部内全職員
　　　　参加人数：30人
⑦文書管理研修
　　　　講義型研修　文書管理事務について
　　　　日時：令和４年12月26日　16:10～17:10

        講師：府政情報室　情報公開課　職員
　　　　対象：部内全職員
　　　　参加人数：27人
　　（２）長期休業者
疾病等による長期休業者の状況
	区　分
	人数（人）

	府民文化総務課
	７（２）

	人権局
	０（０）

	男女参画・府民協働課
	１（１）

	府政情報室
	６（３）

	都市魅力創造局
	４（３）

	文化・スポーツ室
	１（１）

	消費生活センター
	１（０）

	日本万国博覧会記念公園事務所
	３（０）

	パスポートセンター
	２（２）

	合　　計
	２５（１２）


（注）　１　年休・病気休暇等の区別なく、疾病等（出産・育児を含む）で引き続き
１ヵ月以上休業した者の延べ人数（内数は出産・育児）
　　　　　 ２　派遣職員を除く
（３） 公務災害・通勤災害の状況
　　　 ア　公務災害　　０件
　　　 イ　通勤災害　　１件
３　宗教法人認証等事務

　（１） 認証等事務

　　　宗教法人に関する設立規則及び規則変更並びに合併・解散の認証を行うとともに、登記届出受理、宗教法人に係る境内地境内建物証明事務等を行った。

　　　その概要は、次のとおりである。

　　　　宗教法人設立規則認証　　　　　　　　　　　　　　　　　　４件

　　　　　〃　　規則変更認証　　　　　　　　　　　　　　　　　３７件

　　　　　〃　　合併認証　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４件

　　　　　〃　　解散認証　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４件

　　　　　〃　　登記変更届の受理　　　　　　　　　　　　　　２４１件

　　　　境内地境内建物証明　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９件

　　　　その他の証明　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等  　　宗教法人法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録免許税法　　　

　（２）提出書類指導等事務

　　　法人事務所備付け書類のうち、所轄庁に提出することとなっている書類の受理及び未提出法人への督促・過料事件通知を行った。　　　　　
1 督促　　　　１，１１２件

2 過料事件通知　　２１４件

　（３）不活動法人対策

　　　不活動を確認した宗教法人について、解散の手続等を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　宗教法人法
企画グループ

１　部の行政の総合企画及び連絡調整

（１）主要施策等の連絡調整

　　　府の施策計画等各種計画の策定等に関する総合企画及び部内の連絡調整を行った。

（２）政府要望等の連絡調整

　　　国家予算編成の要望等に関する部内の連絡調整を行った。

（３）広報広聴事務等の連絡調整

　　　広報広聴、人権施策、男女共同参画施策等の事務について、部内の連絡調整を行った。

２　部の予算編成

　　部の予算編成及び決算事務に関して、的確な事務処理の推進に努めるとともに、部の所管事業に係る財務関係調査等を行った。

　　なお、歳入歳出予算の概要は、次のとおりである。

　（一般会計）

	１　歳入予算
	

	　　当　初　予　算　額
	９，３４８，５２９千円

	　　３　号　補　正　額
	４，０００千円

	　　５　号　補　正　額
	１５９，２５４千円

	　　６　号　補　正　額
	１３９，６２４千円

	　　８　号　補　正　額
	３，７２４，３８１千円

	９　号　補　正　額
	１１，０００，０００千円

	　　11　号　補　正　額
	▲１，４７０，５１８千円

	　　最　終　予　算　額
	２２，９０５，２７０千円

	２　歳出予算
	

	　　当　初　予　算　額
	２９，７４２，７５３千円

	　　３　号　補　正　額
	４，０００千円

	　　５　号　補　正　額
	１５９，２５４千円

	　　６　号　補　正　額
	１４４，６０７千円

	　　８　号　補　正　額
	３，７２４，３８１千円

	９　号　補　正　額
	１１，０００，０００千円

	　　11　号　補　正　額
	▲１，９０１，３６２千円

	　　最　終　予　算　額
	４２，８７３，６３３千円


　　（特別会計）
	１　歳入予算
	

	　　当　初　予　算　額
	３，２５６，３８５千円

	　　１　号　補　正　額
	▲１７６，１４５千円

	　　最　終　予　算　額
	３，０８０，２４０千円

	２　歳出予算
	

	　　当　初　予　算　額
	３，２５６，３８５千円

	１　号　補　正　額
	▲１７６，１４５千円

	　　最　終　予　算　額
	３，０８０，２４０千円


３　万博記念公園に関する施策の総合調整
（１）万博記念公園に関する施策の総合調整
　　　万博記念公園に関する施策について、庁内各部局及び万博公園事務所と連絡調整を行った。
（２）大阪府日本万国博覧会記念公園運営審議会の運営
　　　大阪府日本万国博覧会記念公園条例に基づき、大阪府日本万国博覧会記念公園運営審議会において、万博記念公園の管理運営に関する重要事項について調査審議を行った。
	とき
	ところ
	主な内容

	令和４年５月９日
	大阪府庁咲洲庁舎
	・大阪府日本万国博覧会記念公園の現況

・新たなビジョンの答申骨子（案）について

	令和４年８月16日
	万博記念公園事務所
	・審議会会長の選出について

・緑整備部会の設置について

・万博記念公園の概要について

	令和４年８月26日
	大阪府庁咲洲庁舎
	・新たなビジョンの答申案について

	令和４年９月11日
	大阪府庁咲洲庁舎
	・新たなビジョンの答申案について

	令和４年11月14日
	万博記念公園事務所
	・日本万国博覧会記念公園の活性化に向けた新たな将来ビジョン2040（案）にかかるアクションプランについて

・（仮称）EXPO‘70パビリオン別館について


（３）万博記念公園駅前周辺地区の活性化
大規模アリーナを中核とした大阪・関西を代表する新たなスポーツ・文化の拠点づくりを推進するため、大阪府日本万国博覧会記念公園活性化事業者選定委員会において、最優秀提案者が決定されたことを踏まえ、事業予定者をはじめ、関係機関との協議を行った。
　
大学グループ
１　「地方独立行政法人評価委員会」の開催

　　「公立大学法人大阪」の令和３事業年度の業務実績に関する評価結果について、地方独立行政法人法及び大阪府地方独立行政法人評価委員会条例に基づき報告等を行った。

　【令和４年度大阪府市公立大学法人大阪評価委員会開催状況】

(1) 第１回　令和４年　　７月　５日
(2) 第２回　令和４年　　７月２６日
(3) 第３回　令和４年　　８月　８日
２　公立大学法人大阪への支援

公立大学法人が自主性・自律性を発揮し、円滑に法人並びに大阪公立大学及び大阪公立大学工業高等専門学校の運営ができるよう、教育研究の質の向上や財務内容の改善等法人の業務運営の目標を定めた第１期中期目標（期間：２０１９年度～２０２４年度）及び法人の中期計画に基づき、運営費交付金の交付、大阪府職員の派遣等必要な支援を行った。

(1)運営費交付金

	
	年　度
	予　算　額


	
	

	
	
	
	決　算　額


	
	

	
	
	
	
	うち特定財源


	

	
	令和４年度
	11,625,131千円
	11,577,324千円
	112,719千円
	

	
	令和３年度
	11,989,433千円
	11,980,403千円
	75,870千円
	

	
	令和２年度
	11,561,865千円
	11,556,072千円
	43,352千円
	


(2)施設整備費補助金

	
	年　度
	予　算　額


	
	

	
	
	
	決　算　額


	
	

	
	
	
	
	うち特定財源


	

	
	令和４年度
	2,124,116千円
	2,112,122千円
	152,000千円　
	

	
	令和３年度
	2,106,303千円
	2,106,148千円
	154,000千円　
	

	
	令和２年度
	2,200,497千円
	2,200,489千円
	119,000千円　
	


(3)新大学学舎整備事業補助金

	
	年　度
	予　算　額


	
	

	
	
	
	決　算　額


	
	

	
	
	
	
	うち特定財源


	

	
	令和４年度
	4,455,157千円 
	4,452,002千円 
	3,927,000千円 　
	

	
	令和３年度
	751,572千円 
	747,662千円 
	499,000千円　
	

	
	令和２年度
	455,502千円 
	351,091千円 
	0千円　
	


(4)職員の派遣（令和５年３月３１日）　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：人）
	
	法人本部
（阿倍野）
	中百舌鳥
キャンパス
	阪公大高専
	計

	次長級
	１
	０
	０
	１

	課長級
	１
	０
	０
	１

	課長補佐級
	１
	２
	０
	３

	主　査　級
	０
	１
	０
	１

	主　事　級
	０
	０
	０
	０

	計
	３
	３
	０
	６


３　履歴事項等の証明

　　退職年金等の請求、人事異動等に伴う他の公共組合への転出等に必要な各種の証明書を請求により交付した。

　　　　履歴事項証明　　　　　　　１件

　　　　退職手当に関する証明　　　　　　　７件

　　　　在職証明　　　　　　　０件

　　　　勤務態様証明　　　　　　　０件

４　恩給及び退職年金

	 　年　　　度
	 　予　算　額
	 　決　算　額

	令和４年度
	1,627千円
	1,624千円

	令和３年度
	1,628千円
	1,627千円

	令和２年度
	1,627千円
	1,627千円


　　元大阪府大学教員等３人に対して、遺族扶助料及び通算退職年金を支給した。

	区　　　　　　分
	 　　員　　　　　　数
	 　　金　　　　　　額

	 eq \o\ad(遺族扶助料,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　１
	810,000円　　

	 eq \o\ad(通算退職年金,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　２
	　　　　  814,259円

	計
	 　　　　　３
	　　　　1,624,259円


根拠法令等　　府吏員退隠料等条例

５　高等専門学校等就学支援金（平成22年4月1日法律施行）

　（平成28年度より組織再編により、事業名を変更。）
	年　度
	予　算　額
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	67,877千円
	67,877千円　
	67,877千円 

	令和３年度
	69,120千円
	69,120千円　
	69,120千円 

	令和２年度
	71,560千円
	71,539千円　
	71,539千円 


(1)高等専門学校等就学支援金交付金

工業高等専門学校の教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる学生に代わり代理受領する公立大学法人に高等学校等就学支援金を交付した。
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)
	交付単価（月額）
	学生数（内数）
	 　交　付　金　額

	工業高等専門学校
 　加算なし

 　加算あり


	9,900 円

9,650 円
	　　　418人

  (189)
（229）
	18,513千円
49,364千円
合計 67,877千円


根拠法令等　　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第６、７条
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等
就学支援金の支給に関する法律第７、８条
大阪府高等専門学校就学支援金交付要綱第３条

(2)高等専門学校就学支援金事務費交付金

就学支援金の支給に関して行う事務の執行に要する費用に充てるため、工業高等専門学校の設置者に事務費交付金を交付した。
	年度
	交付対象校数
	交付金額

	令和4年度
	1校
	1,132千円


根拠法令等　　大阪府高等専門学校就学支援金事務費交付金交付要綱第３条

６　大阪公立大学等授業料等支援事業
(1) 高等教育修学支援事業
　大学等における修学の支援に関する法律に基づき、大阪公立大学、大阪府立大学、大阪府立大学工業高等専門学校に修学する学生のうち、住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の学生に対し、授業料及び入学金の減免を実施するため、設置者に対する負担金（授業料等減免交付金）を交付した。
	年　度
	 　予　算　額
	 　決　算　額

	令和４年度
	274,043千円
	271,513千円

	令和３年度
	261,598千円
	259,415千円

	令和２年度
	255,179千円
	248,320千円


根拠法令等　　大学等における修学の支援に関する法律第10条

大学等における修学の支援に関する法律施行令

大学等における修学の支援に関する法律施行規則

大阪府授業料等減免費交付金交付要綱第４条
(2) 大阪公立大学等授業料等支援事業
親の経済事情や家庭の個別事情によって、大阪の子ども達が進学を諦めることなくチャレンジできるよう、大阪で子育てをしている世帯への支援として、国の高等教育就学支援制度に加え、大阪府独自の制度として年収910万円未満の学生まで対象を拡大し、大阪公立大学、大阪府立大学・大阪市立大学及び工業高等専門学校の授業料等の無償化（減免）を実施するため、設置者に対する補助金を交付した。

	　年　　　度
	 　予　算　額
	 　決　算　額

	令和４年度
	864,359千円
	860,026千円

	令和３年度
	692,573千円
	688,434千円

	令和２年度
	483,010千円
	476,540千円


根拠法令等　　大阪公立大学等授業料等支援補助金交付要綱
(3) 高等教育無償化対応事務事業　
高等教育無償化対応に関して行う事務の執行に要する費用に充てるため、大阪公立大学、大阪府立大学、大阪市立大学、大阪府立大学工業高等専門学校の設置者に事務費交付金を交付した。

	　年　　　度
	 　予　算　額
	 　決　算　額

	令和４年度
	20,892千円
	20,892千円

	令和３年度
	23,170千円
	23,170千円

	令和２年度
	25,602千円
	24,621千円


根拠法令等　　大阪公立大学等授業料等支援事業事務費補助金交付要綱第３条
大阪府授業料等減免費事務費交付金交付要綱第３条

※大阪府立大学及び大阪市立大学の学部等・大学院のすべての在学生については、卒業・修了に至るまで大阪府立大学及び大阪市立大学に在学するため、当面の間は、大阪公立大学、大阪府立大学、大阪市立大学が併存します。また、2022年4月より「大阪府立大学工業高等専門学校」は「大阪公立大学工業高等専門学校」に校名を変更しています。

